
農林金融2024・1
15 - 15

酪農の温室効果ガス排出削減における
酪農協系乳業メーカーの役割
─アーラフーズ社とフォンテラ社を事例に─
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〔要　　　旨〕

酪農畜産では環境負荷軽減が強く求められている。畜産物の生産に多くの飼料を必要とす
るため、他の農業部門と比べても、温室効果ガスをはじめ各種の環境負担源の削減が重要と
される。一方、酪農畜産への環境規制が強化されると、生産者の社会経済的な地位は危うく
なり、離農は増え、食料の安定供給の土台が揺らぐ恐れもある。
各種の制度を市場における「ゲームのルール」とするならば、現在はサステナビリティ強
化の方向へ試合の作法は変わってきている。そのなかで農協は、新たな戦術を練り、生産か
ら流通までのチームが機能を発揮するように苦心している。こうしたルールチェンジには、
産業革命以来、農協は直面してきたし、今回も社会経済的なコンフリクトを乗り越えて発展
することが期待される。
生乳は腐敗しやすいため、生産者の組織化が進んでいる。温室効果ガス排出削減という難

題に対し、農協のもつ役割を検証しやすい酪農分野で、酪農協系乳業メーカーの取組みをみ
てみよう。
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量を計測し、環境負荷軽減を含む営農指導

や経済的なインセンティブを付与し、環境

負荷軽減の方向へ誘導する。

協同組合は、産業革命がもたらした激し

い混乱を、消費者や生産者が協同で克服す

るために生まれたものである。現在も、社

会から環境負荷軽減を求められ、それに伴

う社会経済的なコンフリクトを乗り越えよ

うとしている。

とくに畜種は、生産できる畜産物の量に

対し、家畜が消費する飼料の量は多く、耕

種よりも環境負荷が大きいといわれやすい。

他方、生乳（加熱殺菌前の牛の乳）は腐敗

しやすいため、生産者の組織化が進んでい

る。

したがって、GHG排出削減という難題に

対し、農協のもつ役割を検証しやすいのが、

酪農分野と思われる。そこで本稿は、デン

マークのアーラフーズ社とニュージーラン

ドのフォンテラ社を事例に取り上げ、今後

の日本の酪農乳業への示唆を得たい。
（注１） 反芻動物のゲップ等から出るメタンガス等
への課税。

１　酪農と環境負荷

（1）　日本の酪農乳業の発展

日本の牛乳の消費拡大は、第二次世界大

戦後、パン食の普及に伴うものであった（吉

田・水間（1977））。牛乳の一人当たり年間

消費量は、戦前の５kg未満から、高度経済

成長期に急増し、1990年には41kgに達した

（第１図）。

はじめに

農耕に適さない土地で飼料を作り、それ

を乳牛に与え、牛乳乳製品を生み出す。人

間は牧草を消化できないが、反
はん

芻
すう

動物であ

る牛が介在することで、消化しやすく、栄

養価の高い食品になる。本質的に酪農はと

ても持続可能な産業である。

しかし、日本では戦後の消費拡大に伴い、

酪農が発展するなか、土地利用の制限から、

飼料の輸入依存は高まった。そして、窒素

循環のアンバランスや環境負荷の大きさが

問題となった。さらに国内外の酪農畜産は、

温室効果ガスの環境負荷軽減に直面してい

る。

ニュージーランドの「ゲップ税（注１）」

など、酪農での環境規制の厳格化は話題に

なっている。しかし、炭素収支に純化した

制度設計は、社会経済的な悪影響をもたら

しかねない。環境規制へ対応できず、離農

が増えれば、生産量が減る恐れもある。

酪農乳業には、増え続ける世界人口に対

する安定供給の役割もある。日本も人口減

少のなか、輸出強化を進めている。すなわ

ち、酪農乳業には、環境負荷を軽減しなが

ら、牛乳乳製品の安定供給を果たすという、

両立しづらい課題の解決が求められている

といえよう。

こうした制度と生産者側の間隙を埋め、

調整を図ろうとしているのが、酪農協系の

大手乳業メーカーである。組合員の営農に

かかる環境負荷源を科学的に精査し、その
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や輸送（CO2）、牛のあい気（ゲップ）やふ

ん尿（CH4）、ふん尿その他（N2O）がある

（第１表）。それ以外にも、堆肥の過剰施肥

によるアンモニアや、汚水に含まれるリン

や窒素がある。

酪農のGHG排出は、世界的な問題となっ

ている。2003年から12年にかけて、世界全

体のGHG排出量の20％は農業由来とされて

いる（IPCC（2019））（注２）。さらに農業

由来のGHG排出量の７割が畜産からという

報告もある（Tubiello et al.（2013））。

日本に限ると、農業の割合は小さい。GHG

排出量の公式報告書である「日本国温室効

果ガスインベントリ2023年度」によると、

21年度の日本のGHG排出量は11億７千万ト

ン（CO2換算。以下同じ）である。なお、こ

れはCO2、CH4、N2Oといった各種のGHGの

排出量に、地球温暖化係数（GWP）を乗じ

合算したものである。

日本のGHG排出量の９割はエネルギー分

野からで、農業分野は2.8％しかない。また

乳牛のゲップ、すなわち消化管内発酵によ

るCH4は344万トン（農業分野の11%）で、

この消費拡大に伴い、乳牛の頭数も増え

た。60年の82万頭は、80年代には200万頭と

なった。明治時代は、搾乳業者が都市近郊

で牛を飼い、牛乳を販売していた。戦後の

消費拡大を受け、54年の酪農振興法のもと、

安定した酪農発展が目指された。生産者は

生乳を出荷し、乳業メーカーは加工すると

いう、現在の酪農乳業の形態が発達した。

同時に飼料の輸入依存は強まった。世界

的な農産物の過剰を背景に、飼料穀物の免

税制度である承認工場制度等もあり、草地

資源に乏しい日本では、飼料畑を広げるよ

りも、輸入品を使う方が合理的であったか

らである。

（2）　酪農のもたらす環境負荷

飼料自給率の低さは、窒素循環のアンバ

ランスさといった問題をもたらした。また

規模拡大等で、酪農からの大気、水資源、

土地資源への負荷は増えた。

酪農の環境負荷源として、温室効果ガス

（以下「GHG」）では、飼料生産（N2O、CO2）
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第1図　牛乳の消費量と乳牛頭数

資料　農林水産省「畜産統計」「食料需給表」、吉田・水間（1977）
（注） 1940年代までは5年平均。また牛乳の消費量では、1904～06

年は1907～11年等、表記が異なるが、見やすさのために詳細を
割愛。また1960年以上の牛乳消費量は、飲用向け生乳仕向量。
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生産・輸送 乳牛管理 生乳流通

環境
負荷源

【生産】
アンモニアNH3
一酸化二窒素N2O
二酸化炭素CO2

【輸送】
エネルギー
二酸化炭素CO2

【畜体】
メタンCH4
【施設】
エネルギー
【ふん尿】
メタンCH4
アンモニアNH3
一酸化二窒素N2O
汚水（リン・窒素）

冷蔵設備
エネルギー
二酸化炭素
CO2

資料 　農林水産省「脱炭素型フードサプライチェーンの見える化推
進委託事業検討会」の資料等から作成

（注） 　太字は温室効果ガス。

第1表　酪農の環境負荷源
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用である（注３）。

この安定供給とGHG排出量削減という、

両方の課題に対する進捗を測る為に、国際

機関や輸出大国は生乳生産量あたりのGHG

排出量を算定するようにしている。例えば、

FAO（2019）は、生乳１kg（脂肪量とタン

パク質量で補正済。以下同じ）あたりの

GHG排出量を算定する。算定にはライフサ

イクルアセスメント（以下「LCA」）を採用

（注４）し、輸入品を含む生産資材の製造

や、牛乳乳製品の輸送のGHG排出も算定範

囲となっている。この点が、前ページのイ

ンベントリとは異なる。

このGHG排出量/生乳１kgを05年、10年、

15年でみると、西欧や北米、オセアニア等、

乳製品の輸出大国では小さく、15年では1.3

～1.4kgである（第２図）。一方、サブサハ

ラアフリカ、西アジア北アフリカ等、南ア

ジアといった粗放的な管理を行っていると

される地域では大きく、15年でも４kg超で

ある。

05年、10年、15年では、GHG排出量/生乳

家畜ふん尿管理に伴うCH4とN2Oの排出量

は269万トン（同８％）である。

日本の農業分野のGHG排出量は、1990年

度対比で2021年度は14.2％減少している。こ

の減少の理由は、無機質窒素肥料施用量や

家畜ふん尿由来の有機質肥料施用量の減少

と、乳牛頭数の減少であり、担い手不足に

よる農業の産業規模の縮小が寄与している。
（注２） 森林等が二酸化炭素を吸収する量（カーボ
ンシンク）は考慮されていない。

（3）　安定供給とGHG排出量削減の両立

日本では酪農が消費拡大とともに発展し

たものの、担い手不足もあり、現在は縮小

が懸念される。この農業そのものの縮小が、

農業のGHG排出量の減少につながっている。

生産者側の取組みの効果を測るならば、頭

数の減少といった“自然減”に影響されな

い物差しが必要となる。

他方、世界人口増加のなか、牛乳乳製品

の安定供給は重要な課題であり続ける。ア

フリカや南アジア等、栄養が不足する地域

の子供には、動物性の原料由来の食品が有

8.0

4.0

0.0

（kg）

第2図　生乳1kgあたりGHG排出量（地域別、05年、10年、15年）

資料　FAO（2019）より作成
（注） 日本の数値は、農林水産省「牛乳乳製品統計」と環境省「日本国温室効果ガスインベントリ2023年度」。
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値とも考えられる。国際機関等と同様の計

算を行い、日本の酪農乳業についての評価

を国際市場で訴えることは可能と思われる。
（注３） https://cgspace.cgiar.org/bitstream/

handle/10568/92907/RR44_newReport.
pdf?sequence=7&isAllowed=y（2023年12月
11日アクセス）

（注４） IPCCが求める国別インベントリの算定方式
では、例えば飼料等、生乳生産段階で消費した
財の間接的な排出は、生産資材メーカーが含ま
れる分野での排出量として計上される。酪農家
が購入飼料から自給飼料に切り替えることでの
GHG排出量削減は数値として現れない為、LCA
を採用している。

（注５） OECD-FAO Agricultural Outlook2023-2032
による。

（注６） 例えば、４節で取り上げるアーラフーズ社等。

２　国による酪農のGHG排出
　　削減策　　　　　　　　

酪農のGHG排出削減に対して、まずは国

による対策をみてみたい。とくに、４節で

取り上げる事例に関連し、デンマークとニ

ュージーランド（以下「NZ」）のGHG排出

削減対策、とくに炭素税導入にかかる動向

をみてみよう。

（1）　炭素税導入の機運高まるデンマーク

19年の欧州グリーンディールの内容を

法制化した、21年の「欧州気候法（The 

European Climate Law）」のもと、EUは

30年までにGHG排出量の55%削減（1990年

比）を目指している。

EUでは、GHG排出量の15％が農業分野

で、その８割が畜産由来である（注７）。さ

らにデンマークでは、国の排出量の25％が

農業分野で、この９割が畜産由来である（注

１kgは低下している。これは、個体乳量の

増加等、生産効率の向上に起因している。

例えば、個体乳量が増えれば、同じ生乳生

産量でも頭数は少なくて済む。個体乳量の

増加に伴う牛１頭あたりGHG排出量の増加

よりも、頭数減少によるGHG排出量削減の

効果は大きい。生産効率を高めれば、GHG

排出量/生乳１kgが減るという分析は多数

ある（例えば、Capper（2009）等）。

32年までの10年間に、世界の乳牛頭数は

１億頭増え、8.4億頭になる。この頭数のう

ち１割がEU、北米、オセアニア、日本とい

った飼養管理技術が高い地域におり、それ

以外の地域で９割が飼養されており、その

構造は32年まで変わらない。すなわちGHG

排出量/生乳１kgが大きく、管理が粗放的

な地域で、今後の増頭は大きい。従って、

そうした地域での生産の効率化と環境負荷

軽減の両立が急務となっている（注５）。

ひるがえって、日本の酪農乳業を考えた

い。国内人口減少のなか、日本は輸出戦略

を強化している。また、個体乳量は国際比

較しても大きく、生産の効率性は高い。残

念ながらLCAによるGHG排出量/生乳１kg

の数値は見当たらない。そこで前述の21年

度の乳牛由来のGHG排出量と生乳生産量か

ら試算すると、0.8kg/生乳１kgとなる。

これは、飼料の生産・製造・輸送や牛乳

乳製品の製造・輸送からの排出量を含まな

いので、国際比較は難しい。しかし、欧米

の乳業メーカーが自社のGHG排出量の大半

が生乳生産段階の乳牛由来のもの（注６）

と指摘していることから、十分に小さい数

https://cgspace.cgiar.org/bitstream/handle/10568/92907/RR44_newReport.pdf?sequence=7&isAllowed=y
https://cgspace.cgiar.org/bitstream/handle/10568/92907/RR44_newReport.pdf?sequence=7&isAllowed=y
https://cgspace.cgiar.org/bitstream/handle/10568/92907/RR44_newReport.pdf?sequence=7&isAllowed=y
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は、１トンのGHG排出に750DKKの炭素税

を課すと、既存の技術水準でも1990年対比

で45％ほどのGHG削減達成が見込まれると

提言した。

しかし、炭素税の導入は、デンマーク酪

農の存続を危うくする。報道（注12）によ

ると、540頭の搾乳牛と1,000haの飼料畑で

有機酪農を営む生産者であっても、飼料生

産やパーラー等の電力使用も含め、GHG排

出量は年間7,800トンで、炭素税は78万ユー

ロと膨大なものになるからである。

炭素税導入に対し、農業団体は反対して

いる。炭素税の導入は「デンマーク国外に

産業が移転するだけで、真の気候変動対策

にはならない」と、デンマーク農業食料委

員会（Danish Agriculture＆Food Council）

の代表も話している（注13）。
（注７） https://eeb.org/cutting-emissions-from-
farming-project/（2023年12月12日アクセス）

（注８） コペンハーゲン・エコノミクス社による。
（注９） https://lin.alic.go.jp/alic/month/
domefore/2010/apr/gravure01.htm（2023年12
月12日アクセス）

（注10） ただし粉乳のようなエネルギー集約型Energy 
intensiveな乳製品加工施設はETSの対象。

（注11） Danish Council on Climate Change
「Adaptation of the Danish Farm Sector to 
a Tax on Greenhouse Gas Emissions」

（注12） https://www.farmersjournal.ie/news/
news/proposed-danish-farm-emissions-tax-
threatens-farm-viability-787122（2023年12月12
日アクセス）

（注13） https://www.thebeefsite.com/news/
taxing-farming-key-for-denmarks-climate-
target-govt-adviser（2023年12月12日アクセス）

（2）　炭素税導入に向けたプロセスが

進行するNZ

NZのGHG排出量の５割は農業分野から

８）。

EUのGHG排出削減で主となる措置は、

「欧州連合域内排出量取引制度（EU-ETS）」

である。これは、加盟国別、事業者別に割

り当てられたGHG排出許容量の取引を可能

にする仕組みである（注９）。

しかし、酪農を含む農業部門は、この

EU-ETSの対象外で、GHG排出削減目標の

分担に関する規則（以下「ESR規則」）や土

地利用・土地利用変化及び林業規則（以下

「LULUCF規則」）の対象となっている（注

10）。ESR規則は、加盟国がすべてのESR対

象部門からの総排出量に対して拘束力のあ

る削減目標を設定するものである。なお、

上述の欧州気候法を受けて、ESR規則と

LULUCF規則の改正があり、削減目標が

10％ほど引き上げられている。

デンマークは「デンマーク気候法（Danish 

Climate Act）」のもと、2025年には50～54％

（1990年対比）、30年には70％（同）のGHG

排出量削減を目指すとしている。

それに向けて同国では、農業部門への炭

素税導入が議論されている。22年４月公表

の同国エネルギー庁の推計は、1990年以降

の非農業部門での削減幅が農業部門のそれ

よりはるかに大きいことを明らかにした。

結果、2030年のGHG排出量では、農業の割

合が４割と、21年の25％より増える見通し

となった。

これを受けて、政府は農業に対する一層

の削減策の必要性を認識し、22年末に炭素

税の導入を提案した。23年２月のデンマー

ク気候変動評議会によるレポート（注11）

https://eeb.org/cutting-emissions-from-farming-project/
https://eeb.org/cutting-emissions-from-farming-project/
https://lin.alic.go.jp/alic/month/domefore/2010/apr/gravure01.htm
https://lin.alic.go.jp/alic/month/domefore/2010/apr/gravure01.htm
https://www.farmersjournal.ie/news/news/proposed-danish-farm-emissions-tax-threatens-farm-viability-787122
https://www.farmersjournal.ie/news/news/proposed-danish-farm-emissions-tax-threatens-farm-viability-787122
https://www.farmersjournal.ie/news/news/proposed-danish-farm-emissions-tax-threatens-farm-viability-787122
https://www.thebeefsite.com/news/taxing-farming-key-for-denmarks-climate-target-govt-adviser
https://www.thebeefsite.com/news/taxing-farming-key-for-denmarks-climate-target-govt-adviser
https://www.thebeefsite.com/news/taxing-farming-key-for-denmarks-climate-target-govt-adviser
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してしまうとされており、NZはスプリット

ガスアプローチを採用している。

NZ政府は22年に、農業部門での25年か

らの炭素税導入を公表した。これに関して

は、19年に生産者側からの提案で設置され

た、農業由来のGHG排出に関する計測、管

理、削減のシステムづくりの為の官民パー

トナーシップが大いに貢献している。

「一次セクター気候変動対策パートナー

シップ（He Waka Eke Noa（注15））」は、

NZの第一次産業省やデーリーNZ等の業界

団体といった13組織が参加するものである。

各組織の代表からなる運営委員会があり、

プログラムごとに下部組織がある。下部組

織には、産業、マオリ族（注16）、政府の代

表者が参加し、炭素税を含む各種ツールづ

くりを行っている。

同パートナーシップは、22年２月～３月

に炭素税の仕組み等についての説明会を生

産者に実施した（第２表）。説明会では、排

出量取引制度（NZ-ETS）に組み込まれる

か、農場ごとの徴収とするかといった複数

の選択肢を示し、それに対する生産者の要

である。さらに、その3/4は消化管内発酵由

来のメタン、すなわち牛や羊のゲップであ

る。

NZは「2019年気候変動対応（ゼロ・カー

ボン）改正法」のもと、国内目標としては、

2050年までに生物起源メタン以外のGHGを

ゼロにするとしている。生物起源メタンと

は、牛のゲップ等であり、30年には10％削

減（17年対比）、50年までに同24～47％削減

（同）としている（注14）。

NZが、生物起源メタンを別枠とするの

は、「スプリットガスアプローチ（Split Gas 

Approach）」を採用しているからである。

この手法については、監視団体である気候

アクション・トラッカー（Climate Action 

Tracker）等は批判する一方、Myles他

（2022）やIPCCは支持している。

この手法では、メタン等の大気中での寿

命が短いガスを、その他のGHGと区別する。

なお、日本やEUが採用するGWP100では、

メタン排出量に係数をかけて二酸化炭素に

換算しており、区別していない。このGWP 

100では、メタンの温暖化効果を過剰に評価

2021年 農場の25％が自身の牧場からのGHG排出量を認識
農場の25％がGHG排出量についての測定や管理にかかる書式での計画を所有

2022年
2月～3月

全国の生産者に炭素税の仕組みと選択の幅を説明。そのなかから、生産者は導
入したい内容を選び提出

2022年6月 第1次産業の総意を政府に提出

2022年末
炭素税について政府案提出
政府が炭素税の仕組みを策定
農場の25％が自身の牧場からのGHG排出量を認識

2023年末 農場のアカウンティングとレポーティングの実証テスト完了

2025年 農場の100％がGHG排出量についての測定や管理にかかる書式での計画を所有
炭素税（炭素吸収分の反映も含む）の導入実行

資料 　一次セクター気候変動対策パートナーシップウェブサイト

第2表　一次セクター気候変動対策パートナーシップの実績と計画
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566万トンである。12年から22年にかけて、

個体乳量は増加し、22年に10,543kgへ達し

た（第３表）。農場減少による減産分を、個

体乳量の増加と経営規模拡大が相殺し、10

年代以降は増産基調にある。

生乳の多くがチーズの原料となる。22年

のチーズ製造量は46.7万トンである。生乳

換算計算表（注18）によると、チーズ製造

には12.66倍の量の生乳を使う。従って、飲

用向け比率が高い日本と比べて、同国の集

乳量に占めるチーズ向け割合の圧倒的な高

さが推測される。

22年のチーズ輸出量は40.9万トンで、製

造量の９割を占める。輸出量の67％はEU

域内向けで、EU以外の欧州諸国（同14％）

を加えると、欧州地域向けは８割に達する。

欧州以外では日本（同４％）が目立つ。
（注18） 日本乳業協会『日本乳業年鑑資料編2021年
版』。

ｂ　アーラフーズの概要

集乳量に占める酪農協系統の割合は、22

年は92.3％と高い。同国内には、７つの酪

農協系乳業メーカーがある。そのうちアー

ラフーズ社（以下、「ア社」）のシェアは圧

倒的で、国内集乳量の９割を処理する。

望をまとめた。その結果が、22年６月にNZ

政府に提案書として渡された。その後、NZ

政府が炭素税の仕組みを策定しているが、

NZ-ETS制度外での取扱いとなる方向にあ

る（注17）。

23年中は各農場のGHG排出量計測やその

レポーティングについての実証が行われて

いる。そして25年に、炭素税導入となる見

通しである。
（注14） NZ環境省webに依拠。（2023年12月13日ア
クセス）

（注15） マオリ語で我々は同じ船に乗った仲間、との
意（https://www.j-milk.jp/report/
international/h4ogb40000005fgd-att/
h4ogb40000005fij.pdf）。（2023年12月13日アクセ
ス）

（注16） マオリ族は先住民族という理由と、酪農経
営者にマオリ族が多いことから。

（注17） NZ環境省web等参照。（2023年12月13日ア
クセス）

３　酪農協系乳業メーカーの
　　生乳生産段階における　
　　GHG排出削減策 　　　

こうした制度改正のなか、酪農協系乳業

メーカーのなかには、組合員への営農指導

や乳価支払い等での取組みで、生産者の社

会経済的なステータスを守り、産業

全体を環境負荷軽減の方向性へ誘導

する動きがみられる。

（1）　アーラフーズ社のクライ

メート・チェック
ａ　デンマークの酪農乳業

22年のデンマークの生乳生産量は

2012 2018 2019 2020 2021 2022年
搾乳牛頭数（千頭） 579 570 563 565 559 556
個体乳量（kg） 9,019 10,263 10,468 10,504 10,518 10,543
経営体数 3,893 2,955 2,831 2,691 2,574 2,431
経営体あたり
平均頭数（頭） 149 193 199 210 217 229

資料 　MEJERI FORENINGEN「STATISTIK/STATISTICS 2022」
（注） 　個体乳量は前年10月のもの。

第3表　デンマークの搾乳牛頭数等

https://www.j-milk.jp/report/international/h4ogb40000005fgd-att/h4ogb40000005fij.pdf
https://www.j-milk.jp/report/international/h4ogb40000005fgd-att/h4ogb40000005fij.pdf
https://www.j-milk.jp/report/international/h4ogb40000005fgd-att/h4ogb40000005fij.pdf
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し、精密かつ科学的にGHG排出削減に取り

組むことを指している。

具体的には、「クライメート・チェック

（Climate Check）」というツールを使用して

いる。19年にア社は同ツールの開発を決め、

20年にデータ収集を開始した。同ツールに

よると、平均的な組合員のGHG排出量は、

21年は1.15kg/生乳１kg（注21）で、デンマ

ークの組合員の平均では1.01kg/生乳１kg

である。さらに発生源は、41％が消化管内

発酵、33％は飼料生産、10％は排せつ物管

理である。

生乳生産でのGHG排出削減策として、ア

社が注力するのは「BIG5」と呼ばれる分

野である。BIG5とは、「１．乳飼比の低下」

「２．飼料のタンパク質量の削減」「３．牛体

の健康良好」「４．飼料畑の窒素過剰分の削

減」「５．飼料単収向上」の５つで、これら

は日本の生産者も経営改善のため取り組む

内容でなじみ深い。

クライメート・チェックを使い、組合員

は200ほどの質問に回答する。一般的には

回答は任意だが、組合員数の１割を占める

有機酪農では義務である。任意とはいえ、

21年では集乳量の98％（組合員数の94％）

が回答している。

質問の内容は、牛群管理、飼料生産、電

力利用等である。回答したデータは、組織

外部の専門家（Climate advisor）に送られ

る。そして、この専門家は、毎年、牧場を

訪問し、データの検証や営農指導を行う（第

３図）。

提出したデータを分析した結果の還元を

ア社の組合員は、デンマークとスウェー

デン等北部欧州７か国におり、その数は約

１万である。ア社の本社はデンマークにあ

るが、同国の組合員数は全体の２割ほどに

過ぎない。22年の売上高は、世界６位の145

億米ドルである（注19）。

酪農協系乳業メーカーでは、組合員から

集めた生乳を、子会社の乳業メーカーが加

工する。出資額や出荷乳量に応じ、利益は

組合員に還元される。企業の意思決定は民

主主義的に行われ、ア社でも同様である。

他の乳業大手と同様に、同社も環境負荷

の軽減に取り組む。25年末までに、包装を

100％リサイクル可能にし、地域で発電され

た再エネ利用にシフトする。30年末までに、

GHG排出量については、自社の直接排出で

あるスコープ１と間接排出であるスコープ

２を15年対比で△63％に、原材料仕入れや

販売後の排出であるスコープ３（注20）も

同△30％にする計画である。

なお生乳生産段階でのGHG排出は、乳業

からするとスコープ３に位置する。
（注19） ラボバンクウェブサイト（アクセス日は2023
年12月14日）

（注20） スコープ１～３の定義は資源エネルギー庁
のもの。

ｃ　 データ駆動型の計測と乳価プレミアム

でのインセンティブ

ア社のGHG排出量の83％が、組合員の農

場由来である。生乳生産段階におけるGHG

削減が重要で、「データ駆動型」の対策を進

める。ここでのデータ駆動型とは、生乳生

産にかかるデータを組合員から集め、分析
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⑥知識の積上げの６区分で獲得したポイン

ト合計に応じて、変化する。６区分で得た

ポイントの合計に対し、１ポイントにつき

0.03€が支払われる。①～⑥には上限があ

り、①49ポイント、②11ポイント、③５ポ

イント、④６ポイント、⑤５ポイント、⑥

１ポイントである（注22）。すなわちBIG5と

いう、生産効率にかかる配点は非常に高く、

環境負荷軽減に合わせて同社は組合員の営

農指導を強化していることがわかる。

なお、23年10月（注23）に報じられたが、

英国でア社は、スターバックス等、小売業

や外食産業と、クライメート・チェックか

らのデータ共有の事業提携を締結した。小

売業等は、調達した原料に関し、一層正確

なデータを入手できるようになった。また

これにより、ア社は生乳生産でのGHG排出

削減の実証事業の資金を、小売業等から獲

得できるようになった。
（注21） 乳タンパクと脂肪の補正済み。
（注22） ア社ウェブサイト参照。（2023年12月15日ア
クセス）

（注23） https://www.thegrocer.co.uk/dairy/
arla-signs-up-retailers-to-share-climate-
data-and-reduce-emissions/684676.article
（2023年12月15日アクセス）

（2）　フォンテラ社の農場環境計画
ａ　NZの酪農構造

21年度（注24）のNZの生乳生産量は20百

万トンで、搾乳牛頭数は484万頭である（第

４表）。00年度から15年度までは増頭し、15

年度以降は横ばいである。この増頭は、灌

漑の整備等で、南島での新規就農や肉用牛

経営からの転換があったことも一因といわ

受け、各組合員は自身の牧場からのGHG排

出量を把握できる。算定では、国際酪農連

盟（IDF）やISO（14044）に準拠したLCA

が用いられている。

また、このツールは、経営指導にもなっ

ている。組合員はPCなどで、自牧場の数値

を確認できる。GHGの他、BIG5の各項目に

ついても、自分の成績がわかる。同じ国の

経営規模等が似ている他の組合員と比べて、

自分の成績の良し悪し、成績改善の具体策

も示される。

さらに経済的なインセンティブもある。

クライメート・チェックで把握した成績に

応じ、ア社はプレミアム乳価を組合員に支

払う。22年導入の「持続可能性へのインセ

ンティブ（Sustainability Incentive）」のも

と、23年８月に支払いが開始している。こ

の取組みの予算額は年間５億ユーロで、30

年までに少なくとも総額22億ユーロの支払

いを予定している。

プレミアム乳価は、①BIG5、②大豆利用、

③生物多様性とカーボンニュートラル、④

排せつ物管理、⑤再エネ由来電力の利用、

資料 アーラフーズ社web

第3図　クライメート・チェックの仕組み

検証
指導

外部の専門家

質問に回答

IDFやISO（14044）に準拠したLCAで評価。
排出係数はIPCCガイドラインに沿ったもの

https://www.thegrocer.co.uk/dairy/arla-signs-up-retailers-to-share-climate-data-and-reduce-emissions/684676.article
https://www.thegrocer.co.uk/dairy/arla-signs-up-retailers-to-share-climate-data-and-reduce-emissions/684676.article
https://www.thegrocer.co.uk/dairy/arla-signs-up-retailers-to-share-climate-data-and-reduce-emissions/684676.article
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operative Council）は、生産者から選出さ

れた25人からなり、年数回の会議で業務報

告を受ける。理事会の役割は、組合員との

コミュニケーション、組合員の利益代表、

また乳業側の取締役会への意思反映である。

フ社は、30年までに、10年間の平均乳価

6.5～7.5NZドル/乳固形分１kg、サステナビ

リティ関連への投資額10億NZドル、50年ま

でにネットゼロ達成を目指している。スコ

ープ１とスコープ２では、30年にはGHG排

出量を50％削減（18年対比）とし、工場の

エネルギー効率の向上等に取り組む。また

30年には、やはり農場での排出量ベースで

GHG排出量/生乳１kgも30％削減を目指す。

19～20年に、フ社はそれまでのグローバ

ル拡大路線から一転し、グラスフェッドの

放牧酪農という資源をフル活用した、サス

テナビリティ戦略の強化に乗り出した。戦

略的な選択として、①NZのミルクにフォー

カスする、②サステナビリティのリーダー

となる、③乳製品のイノベーションリーダ

ーとなるを掲げている。

一般に、環境規制を酪農協が強めること

は、組合員からの反対を受け、実行は難し

いと推測される。しかし、フ社では、NZ生

乳の価値の最大化もあわせて掲げており、

組合員の納得を得られやすかったと思われ

る。
（注27） ラボバンクウェブサイトに依拠。（アクセス
は2023年12月14日）

ｃ　一次セクター気候変動対策パートナー

シップと各農場の農場環境計画（FEP）

この戦略転換の少し前である18年に、「農

れている。

経営規模は拡大している。農場あたりの

平均飼養頭数は、10年度の386頭から21年度

には449頭となった。またこれに応じて、放

牧地面積あたり頭数も大きくなっており、21

年度は2.85頭/haである。

放牧酪農という独自性から、個体乳量は

4,300kg／年・頭ほど（注25）だが、乳タン

パク質や乳固形分は増加している。これは

ホルスタイン種とジャージー種の交雑等が

奏功したからとされている（注26）。
（注24） NZに関する記述では、年度はNZの酪農年
度を採用。

（注25） 4,291リットル/年・頭。わかりやすさのため
㎏表記としている。

（注26） Dairy NZ webに依拠。

ｂ　フォンテラ社の概要

01年の乳業再編で、２大酪農組合の合併

によりフォンテラ社（以下「フ社」）が誕生

した。NZの9,000の酪農家が組合員であり、

従業員数は1.8万人である。

NZの集乳量の８割を処理しており、22年

では世界９位の売上高（142億米ドル）にあ

る（注27）。

組織運営は民主主義的に行われている。

フォンテラ協同組合理事会（Fonterra Co-

搾乳牛
（万頭）

平均飼養
頭数 頭/ha

2010年度 453 386 2.76
2015 500 419 2.85
2020 490 444 2.86
2021 484 449 2.85
資料 　DairyNZ, LIC「New Zealand Dairy Statistics 
2021-22」

（注） 　年度はNZの酪農年度（6月から翌年5月まで）。

第4表　NZ酪農の頭数等
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はGHG排出に関する記述もある。FEPには、

各組合員はGHG排出量/生乳１kg、排出源

ごとのGHG排出量が示され、その削減につ

いて、組合員は指導員に相談できるほか、

自社の全データの入手、シナリオモデル等

も得られる（注28）。

FEPを通じて集められたデータは、デー

リーNZ等に生産者が義務的に提供したデ

ータとともに、政府系機関が国全体また個

別農場のGHG排出量を算定するのに使われ

る。GHG排出量等の算定には、Overseer社

という、第一次産業省と政府系研究機関

（AgResearch Limited）等が出資する研究

機関が開発した「OverseerFMモデル」が

使われる。こうした算定方法は、IDFのガ

イドライン等に準拠したものである。

FEPを作成済みの組合員は、21年の53％

から23年には85％まで広がっている。こう

した普及は、酪農経営にかかる詳しい分析

結果が還元されたり、作成した場合の経済

的な対価が得られることが一因となってい

る。

場環境計画（Farm Environment Plans：

FEP）」をフ社は開始している（第４図）。

同社の酪農家支援事業（Farm Source、な

おこれには資材購買も含む）には、50人程

の「持続可能な酪農指導員（Sustainable 

Dairying Advisor）」がおり、この指導員が

組合員の農場に出向き、牧場の属性を組合

員からヒアリングし、FEPをまとめる。

FEPは、農業生産工程管理の一種である

国の「適正製造規範（Good Management 

Practices：GMPs）」に基づくものである。

住所やほ場図・牧場図のほか、各種施設の

導入状況、農場管理、飼料畑管理、家畜排

せつ物管理、水資源や生物多様性への影響

管理等のデータが、地図や写真付きでまと

められている。

FEPは計画のみではない。この農場が環

境負荷軽減に向けたプロセスのどの位置に

いるのか、という点も表示されており、い

わば成績表としての役割も有している。

前述の一次セクター気候変動対策パート

ナーシップ等の動きに連動し、このFEPに

資料 フォンテラ社公表資料、フォンテラジャパン社ヒアリングより作成

第4図　FEP作成の仕組み

デーリーNZ等

データ蓄積

質問に回答 購買事業職員
指導員

農業生産工程管理である適正
製造規範GMPに基づくもの

AgResearch
といった政府
系機関がIDF
等のガイドラ
インに準拠し
GHG排出量
（総量）を算定

コミュニケーション
FEP作成 個別農場の

成績表
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軟性を持たせた。従来は、組合員持ち分を

出荷した生乳固形分１kgに対し１株として

いたが、新制度では１kgに対し33％（３kg

で１株）から４倍までの幅で持つことがで

きるよう内規を改定した。
（注28） FarmSourceによる組合員への配布資料に
依拠。

（注29） Fonterra Business Performance Report 
2023に依拠。

４　環境規制が厳しくなるなか
　　重要になる農協の役割　　

（1）　環境負荷軽減の方向性へのルール

チェンジと酪農協系乳業メーカー

このように酪農乳業には、GHG排出削減

等、環境負荷軽減が強く求められている。

一方で、栄養価の高い牛乳乳製品の安定供

給も期待されている。日本は戦後、酪農乳

業が発展し、個体乳量等をみても国際的に

高い技術レベルを誇るようになっている。

そして、国内の人口減少を前に、今後は輸

出戦略の強化も必要になってくる。

国際的には、GHG排出量/生乳１kgの削

減が目指されている。これは生産効率が高

く、環境負荷も小さいという酪農の姿を求

める指標と思われる。

国による炭素税の導入は、NZでは25年に

導入が見通され、デンマークでは22年末に

政府の提案があり、今も議論が続いている。

炭素税は、さらなる環境負荷軽減のための

原資になる。なお、不公平感のない税徴収

には、個別農場のGHG排出に関するプロフ

ァイルは必要となる。

21年以降、FEP等で得られたデータは、

分析され、「ファーム・インサイト・レポー

ト（Farm Insights Reports）」として、生

乳の細菌数や個体乳量等の酪農経営の成績

とともに、家畜福祉やGHG排出量での個別

評価を盛り込んだレポートとして、組合員

に還元されている。このレポートでは、個

別に注力すべき作業内容が記され、取り組

んだ場合のシナリオも示されている。

経済的な対価とは、プレミアム乳価で

ある。FEPの参加者が、さらに家畜福祉等

の行動計画にも参加し、乳質が水準以上に

達した場合、「Te Putake」の段階に達し

たと認められ、７NZセント/乳固形分１kg

のプレミアム乳価を得る。これは「協同

組合としての農家の差別化（Co-operative 

Difference）」と呼ばれる仕組みで、23年の

年次報告書では、1,383農場がこの段階に到

達しているとされる。なお、その上位段階

に、「Te Puku」（5,038農場）、「Te Tihi」（718

農場）がある。これら２つの段階は、乳質

のみが基準である。

こうした取組みは、フ社の販売戦略等に

も連動している。サステナビリティ戦略の

強化と、機能性商品の開発等を組み合わせ

ることで、同社は国際市場において独自の

ポジションを築き、高付加価値を目指して

いる。実際、フ社は、参照製品（Reference 

Commodity、全粉乳等の生産者乳価策定の

根拠となる製品）への乳固形分の仕向割合

を、19年の72.7％から23年の68.6％に引き下

げている（注29）。

また出資配当も、23年に制度改正し、柔
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産者から入手し、分析し、個別に評価し、

取引乳価に差をつける取組みは、酪農協系

以外でもある。それらとの大きな違いは、

酪農協系乳業メーカーでは乳業側からの取

引停止が行えない点にある。従って、酪農

協系統では、面的に生産者における環境負

荷軽減へのトランジションを図る必要性が

強くなる。

以上、国際市場での評価、炭素税導入に

かかる個別のGHG排出量の把握、そして組

合員におけるGHG排出削減策の取組み状況

の把握等に共通しているのは、生乳生産か

らのデータの重要性である。さらにいずれ

においても生産現場のデータを精密に把握

し、分析する体制づくりは必須となろう。

例えば、デンマークのクライメート・チ

ェックでは、外部に専門家としてデータを

分析し、組合員を訪問する体制があった。

またNZでもOverseer社等、牧場へのインプ

ットとアウトプットを個別に計算し、レポ

ートを還元する組織が存在している。

（2）　日本の酪農乳業への示唆

さらに事例から得られた示唆としては、

生乳生産段階でのGHG排出削減策から販売

戦略まで、方針が一貫していることである。

デンマークは、GHG排出量削減目標からみ

ても環境先進的で、サステナブルな酪農を

推進し、国際市場での位置づけを高めてい

る。またNZのフォンテラは、グラスフェッ

ドの牛乳乳製品として、国際市場での差別

化を図っている。

こうした販売戦略を下支えするのも、生

ここで取り上げた両事例ともに、組合員

に対しデータ駆動型と呼ぶことができる、

飼養管理の精密さを向上させながらのGHG

排出削減対策を導入していた。また、デー

タ駆動型とはいえ、データ入力・分析に関

しては、指導員等がサポートしていた。分

析手法等はIDF等国際機関のガイドライン

に準拠した高度なものであるが、データ入

力等のシステムと生産者の結節点はやはり

人である。

これら個別の組合員の各種データは、分

析され還元される。そのなかには、ア社の

BIG5というように、日本の経営改善を目指

す営農指導と共通する内容も含まれていた。

窒素等の過剰な投入量を適正化させる生産

管理の精密化は、牛の健康や生産コストの

削減といった経営改善にもつながる。つま

り、こうした取組みは、経営指導の発展形

として、環境負荷源となる各物質のフロー

を、記帳し、収支を計測し、作業体系を見

直すよう改善を促すというアプローチと位

置づけられよう。

従って、生産者側としてもこうした取組

みにコミットする意義は大きく、両事例と

もに参加率は高かった。またプレミアム乳

価の支払いという経済的なインセンティブ

も付与されていた。もちろん協同組合とし

て組合員を平等に扱うべきという考え方が

基本であり、例えば、フォンテラの「協同

組合としての農家の差別化」といったよう

な仕組みの導入については、長時間をかけ

て内部で議論されたに違いない。

こうした生乳生産段階の各種データを生
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いけない酪農家の排除もありえよう。先人

が構築してきた組織的体制をフル活用しな

がら、酪農乳業の振興に資する日本型のア

プローチが求められている。
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（おだ　しほ）

乳生産段階での管理の精密化とそこで得ら

れた信頼性の高いデータである。対外的に

も、GHG排出量削減を確実に行っているこ

とを訴求できるからである。

日本では、JAグループや指定団体制度の

もと、生産者の組織化が進んでおり、各種

データをまとめやすい基盤はある。また、

酪農と乳業とは両輪と位置づけられ、とも

に需給調整を行う体制は構築できている。

したがって、今後環境負荷軽減の取組みを

強化するには、生産者側と乳業側が協力し、

まずは飼料生産から牛乳乳製品の販売まで

一貫したデータ連携が急がれよう。

また得られたデータの分析機関も必要と

思われる。この場合、組織の独立性や担当

者の専門性が重要となるほか、マーケティ

ングに必要な仕組みになっているか、とい

う民間企業の参画も求められよう。

日本では、酪農協系乳業メーカーが生乳

生産から牛乳乳製品の製造・販売までをガ

バナンスする体制は主流ではなく、指定団

体制度やJAグループが生産者を水平的に組

織し、乳業と連携している。川下とつなが

り、サステナビリティ戦略を強めたい食品

製造業や小売業が、こうした生産者組織を

迂回して、生産者と直接的に契約生産する

こともあろう。しかし、その場合、資本力が

非対称なので、生産者側の交渉力は相対的

に小さく、生産者の地位が不当に扱われる

懸念はつきまとう。また、川下側が望むよ

うな従来の生産様式からのシフトについて




